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２ 平成２４年度の事業概要 

２－１ アンケート調査結果の整理・解析作業 

２０,０００件に及ぶ回答結果について、概要編では盛り込めなかった各種データの

整理を行い、震度分布図を作成しました。また約７,０００件に及ぶ自由記述内容に

ついても項目別に整理しました。 

２－２ ボーリングデータによる地盤図作成 

これまでに松本盆地やその周辺地域で掘削されたボーリングにかかわる地質学的デー

タを収集し、表層部の地盤構造を明らかにすることを目的として以下に述べるような

事業に取り組みました。

１） データ依頼にかかわる準備内容・経過

○平成２４年４月１９日 坪田松本副市長と面談。アンケートによる震動調査結

果の報告。平成２４年度以降の事業を大学と松本市との共同事業として展開する

ことで基本的に合意。

○平成２４年８月 ボーリングデータ収集による地盤図作成のために平成２４・

２５年度に予算計上がされる。

○松本市長名でデータ提供依頼のための公式文書が発出される。

○平成２４年９月１日付、震動調査グループからのデータ依頼文書に、松本市長

名での文書を添えて関係各機関に文書を送付。一部は直接持参。

２） データ依頼先一覧

松本盆地の地盤情報収集を依頼する対象機関、企業など 

国関係  国交省関東地方整備局長野国道事務所

 関東地方整備局長野営繕事務所

  北陸地方整備局千曲川河川事務所

  国立病院機構（営繕関係）

  信州大学（営繕関係部局）

長野県  松本建設事務所

  奈良井川改良事務所

安曇野建設事務所

大町建設事務所

松本地方事務所林務課



─ 35 ─

  松本地方事務所農地整備課

  長野県建設部技術管理室 （既存資料の保有）

  長野県建設部施設課 （県関係営繕）

  長野県危機管理部（基礎調査データの使用）

松本市各部局市町村

塩尻市（建設、上下水道、学校関係など）

  安曇野市（建設、上下水道、学校関係など）

  山形村（建設、上下水道、学校関係など）

  朝日村（建設、上下水道、学校関係など）

関係団体 長野県地質ボーリング業協会

 長野県建築士会松本支部

 長野県建設業協会松筑支部

２－３ 微動アレー探査による中～深部地下構造解析 

 責任者 原山智理学部教授のもとで、松本盆地の中～深部地下構造を解析するための微

動アレー探査を実施しました。ここでは、探査位置、探査結果等の概要を示しておきます。

詳細は、添付資料２の「２０１１年長野県中部地震震源域微動アレー探査（H24）報告書」

を参照してください。

１）調査位置

観測点は2011 年長野県中部地震の震央域をはさんで東西に4 地点（MM1，MM07、MM08，

MM10）を設定しました 。下にその位置を示します。 
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２）探査結果の概要

○アレー半径を最大90m として多重アレー観測を行った結果、先第三系基盤と考えられ

る解析S 波速度値で3000m/sec を超える基盤を深渡約2000m で捉えることができました。 

○関東平野でのＳ波速度構造と地層の対比から、基盤の上位には新第三紀中新統～第四

紀更新統からなる堆積物が最大2000m 程度分布することが推定されました。 

○震央域に展開した観測点間（MM08 とMM07）では基盤深渡で約200m の落差が解析さ

れました。また東側の観測点MM01 の基盤深渡とは約800m の落差があり、松本盆地東縁断

層による変位が考えられます。 

３ 平成２３年度実施のアンケート調査結果の整理・解析

昨年度の報告書には、松本市、塩尻市、信州大学関係のアンケートおよそ 17,400 枚から

得られた体感震度の回答から、2011 年 6 月 30 日に発生した長野県中部の地震による、震

央周辺の各震度分布を大まかに描き示しました。その後、中信地域の学校関係のアンケー

ト 2,500 枚余りを集計し、回収されたすべてのアンケートの入力、マッピングを終えまし

た（3～5p の図 3-1-1～3-1-2a,b）。データの位置情報に関しては、可能な限り正確になるよ

う努めました。それぞれのアンケートデータには体感震度に加え地震を感じた場所、建物

などさまざまな属性情報が含まれており、これらの膨大なデータをようやく活用できる形

にすることができました。

３－１ アンケートを用いた震度分布図の作成

630 松本地震は M5.4 とそれほど規模の大きな地震ではなかったにもかかわらず、局所的

に大きな揺れと被害が発生しました。しかし、気象庁が発表に用いる震度計が近くになか

ったため、松本市役所で観測された震度 5 強よりももっと揺れたと感じた市民が多数存在

したことは、昨年度までに私たち震動調査グループがまとめたアンケートのデータからも

はっきりわかっており、その結果は新聞紙上でも報道されました。しかし、当時はまだ正

確な震度とその分布求めることはできていませんでした。本年度は、高震度域がどのよう

に分布していたか明らかにすることを目的としてデータの解析を行いました。

A．震度分布図の作成の準備

昨年度の報告書に記したように、私たちは、中信地域の学校関係のアンケート調査、松

本市に関するアンケート調査、塩尻市に関するアンケート調査、信州大学関係でのアンケ

ート調査を行いました。松本市、塩尻市、信州大学関係の調査は基本的に同一の質問事項

からなるアンケート用紙でしたが、学校関係のアンケートは質問項目が異なったものを用

いました。

学校向けのアンケートは、生徒たちが夏休みに入る前に配布するという時間的制約があ

ったため、気象庁が太田ほか（1998）を参考に作成したものにほぼ沿うかたちで、質問項

目を設定しています（資料 1-1）。
太田ほか（1979）はアンケートによる精度のよい震度推定のための調査票を作成し、ア

ンケートによる震度を算出し、これを気象庁震度と対応させる経験式を導きました。この

時点では気象庁震度５より大きい地震については、検証可能な地震がなかったため、アン

ケート震度との関係を十分検討できていませんでした。太田ほか（1998）は 1995 年に発生

した兵庫県南部地震時の調査結果から、高震度領域においてもアンケート震度が有効なデ

ータとなるように、計算方法を改定しました。その結果、アンケート調査により気象庁震

度 2～７の範囲の震度が算出できるようになりました。この方法を使って、現在までに多く
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